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断熱性の低い家屋 
空調の非効率 

電力消費の大きい白熱球 

電力消費の大きい古いエアコン 
例）1995年製のエアコン 
年間消費電力量1492kWh 

電力消費の大きい古い冷蔵庫 
例）1995年製の冷蔵庫 
年間消費電力量990kWh 

燃費の良くない自動車 

省エネ対策をしていない家の 
エネルギー需要を100％とすると・・・ 

©JST/LCS ※年収500～550万円世帯の試算例 

家庭の省エネポテンシャル－対策前－ 
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太陽光発電による 

再生可能エネルギーの利用 

二重窓による 

断熱性の向上 

エネルギー効率の良いエアコン 
例）2010年製のエアコン 
年間消費電力量850kWh 

©JST/LCS 
※家庭の構成人数や年齢、住んでいる地域や使用する家電製品など、家庭の状況によって変わる。 
※「家屋の断熱」については、他の省エネ対策と相補的な関係にある。ここでは他の対策に割り振られていないものを「断熱の効果」としている。 

省エネ対策で家庭のエネルギー需要は 
２６％（１／４程度）に 

家庭の省エネポテンシャル－対策後－ 

Ⅰ型グリーン成長の実現 

LED電球による省エネ 

ハイブリッド車、 
電気自動車等の利用 

家庭用燃料電池、住宅の
ヒートポンプ給湯等による
エネルギー効率改善 

断熱材の利用 
エネルギー効率の良い冷蔵庫 
例）2010年製の冷蔵庫 
年間消費電力量220kWh 

2 6 %  

2 4 %  1 8 %  1 5 %  1 5 %  

2 %  

家庭用燃料電池、 
住宅のヒートポンプ給湯による省エネ 

太陽電池 
による発電 

次世代自動車 
による省エネ 

家電の省エネ 
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家屋の断熱 
による省エネ 
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冷蔵庫使用年数 

現状の日本の冷蔵庫の年齢構造（2013年） 
 

ライフサイクルで投資回収できる 
技術でも普及は十分でない 
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双曲的割引

ライフサイクルで元が取れる技術は、
なぜ普及しないのか？ 

現在に近い時は、指数割引より 

双曲割引の割引率が大きい 

将来の2点間では 

割引率が小さい 

図１.双曲割引と指数割引の割引曲線 



英国グリーンディールの仕組み 

 見かけ上出費ゼロで断熱改修や省エネ機器を設置 

日本向けにアレンジした制度を設計 

ローンは差額該当分から 

光熱費に併せて支払う 

完済後は導入家庭が 

光熱費削減のメリットを享受 

省エネ機器の導入により 

光熱費が減少 

導入前 

導入後 

◆グリーンディールローンの仕組み◆ 

導入前 

導入後 

導入前 

導入後 

導入家庭は月々、 

導入前と同額程度の 

光熱費を払うだけ！ 

ローン返済 可処分所得の増加 

省エネ・新エネ技術普及のヒントは？ 



日本版Green Dealの企画と運営 

一般家庭が省エネ改修や低炭素機器を導入するのに、一切の初期投資費用を支払わず、 

返済は一般的な省エネによる節約分の金額が光熱費から追加徴収されることによって行う仕組み。 

断熱，PV，風力，省エネ家電等 

ICTによる双方向データ 

グ
リ
ー
ン
パ
ワ
ー 

モ
デ
レ
ー
タ 

Step1: ICTによる評価 

評価結果と機器の推奨 

推奨機器や返済期間、 

その後の省エネメリット等 

設
置
依
頼

 

Step2: 検討する 

Step3: 設置/工事
を依頼する 

Step4: 機器設置・工事 

電力会社 
Step5:省エネ相当分を電気料金

にのせて徴収し、GPMの
キャッシュフローとする。 

金
融
機
関 

融資 

返済 

省エネ・新エネ技術を普及させるための仕組み 

設置企業 

電気料金支払い 

7 
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消費原単位（GD有） 消費原単位（GD無） 
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CO2削減量（ベースラインとの差） CO2削減量（2013年との差） 

ＧＤの有無による冷蔵庫
消費電力量原単位の差 

ＧＤによるCO2削減量の 
推移 

省エネ家電への「電気代そのまま払い」適用例１ 
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ストック台数(2030年，GD有） ストック台数(2030年，GD無） 
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出荷台数（GDあり） 出荷台数（GDなし） 

ＧＤの有無による冷蔵庫
出荷台数の推移の差 

ＧＤの有無による冷蔵庫
年齢構造の差（2030年） 

省エネ家電への「電気代そのまま払い」適用例２ 
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技術革新後GD後限界費用（万円/t-CO2） 
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技術革新と制度革新を統合的に 
進めれば、技術は社会に普及する 


